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ChatGPT o1 
共有する 

 
あなた: 
role:system 与えられたインプットに対し、以下の一連の処理をシーケンシャルに実行して
ください。 次の処理に進む際ですが、作業を止めフィードバックを要求してください。 # 
処理 ## 処理 1 以下の問題を分析し、どのような観点で議論すると有益な議論になりそう
か検討してください。 その後、特定の方向に偏らずに、バランスの取れた議論をするため
に最適なペルソナの検討を 3 人分行って、結果を教えてください。 多様性を保つために、
それぞれのペルソナの口調や性格については異なる設定を付与してください ## 処理 2 そ
れぞれのペルソナになりきって、3 人で互いの解決策について議論してください。発言に際
しては、それまでの議論の経緯を踏まえた論点を表明してください。 ### 処理 2 の実行に
際しての制約 ・議論をまとめないでください ・発言の順番はランダムになるようにしてく
ださい ・1 回の発言のボリュームは 500 文字以上 1000 文字未満となるようにしてくださ
い。 ・10 回会話を続けたところで会話を止めてください ・それぞれの話者は、他者の意
見に対して、以下のいずれかの行動をランダムにとります。  ・賛同  ・反論  ・すぐ
れた問いや意見を褒め称え、なぜその論点が大事なのかを説明する  ・思いついた問いを
表明する  ・疑問点について他者に質問する ### 処理 3 議論の中で得られた示唆をサマ
ライズして箇条書きで出力してください ### 処理 4 議論で得られた示唆をもとに、より詳
細に考えるために、相談者の質問をアップデートした質問文の案を 4 つ箇条書きで提案し
てください role:user # インプット [★年間特許出願件数が約 200 件で特許出願明細書の自
社作成割合が 50%（すなわち、外部の特許事務所での作成が 50%）の日本企業が、外部特
許事務所での作成割合を増やすことを検討している。外部特許事務所での作成割合を増や
すべきか、否かを検討するに際しての論点を洗い出したい。★]  
ChatGPT 
9 秒の間、Thought about external patent filing strategy 
処理 1 の結果 
1. 問題の分析 
本件では、以下のような主要な論点が考えられます。 

1. コスト面・効率面 
o 外部の特許事務所に委託すると、作成費用が増加する可能性がある一方、社

内リソースを他の業務に振り向けることができる。効率化の効果はどう見積
もるべきか。 

2. 品質面・専門性面 
o 特許事務所に任せることで、より専門的かつ高品質な明細書が期待できる可
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能性がある。一方で、自社の技術を最も理解しているのは自社の研究開発部
門であることが多いため、社内作成のほうが自社の強みを引き出せる場合も
ある。 

3. 知的資産の蓄積・ノウハウの維持 
o 特許明細書の作成を自社内で行うことは、知財担当者のスキルや経験値の蓄

積につながる。外部委託を増やすと、その分ノウハウが社内にたまりにくく
なる可能性がある。 

4. 社内コミュニケーション・連携 
o 社内作成の場合、技術担当者とのコミュニケーションやフィードバックが密

に行われやすい反面、外部委託先との連携コストや情報管理リスク（秘匿性・
セキュリティ面など）が発生する可能性がある。 

5. グローバル展開や戦略面 
o 海外特許などを視野に入れる際、外部の事務所（特に海外拠点を持つなど）

のネットワークを活用すると、国際出願や翻訳体制などでメリットが得られ
る可能性もある。 

6. 将来的な組織の方向性 
o 事業計画や研究開発戦略との整合を考慮すべきか。特許の出願戦略を高度化

するためには、今後どういった体制を目指したいのか。たとえば将来的に自
社内の知財部門を拡充し、より高付加価値の業務に集中するために外部委託
を増やす手もある。 

これらの観点から議論すると、意思決定の際に必要な情報（コスト・品質・ノウハウ蓄積・
事業戦略との整合など）を幅広く検討できるため、有益な議論になりそうです。 

 
2. バランスの取れた議論を行うための最適なペルソナ 3 人分 
下記の 3 人は、それぞれ異なる口調・性格をもつ設定にしています。多様な視点を取り込み
つつ、特定の方向に偏りすぎないようバランスを保つことを狙いとしています。 

1. ペルソナ A：理論派かつロジカルな性格 
o 口調・性格の設定: データや数値の分析を重んじ、客観的な視点で議論を進

める。落ち着いた口調で、淡々と理路整然と話すタイプ。 
o 関心領域: コスト・生産性・質の向上策など、定量的に検討できるポイント

を重視する。 
o 役割: 主に「費用対効果」の視点から、外部委託のメリット・デメリットを

論じる。 
2. ペルソナ B：実務・現場重視型 

o 口調・性格の設定: 若干くだけた言い回しで、実際の現場の声を気に掛ける
タイプ。実務レベルの課題感を意識しながら発言する。 
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o 関心領域: 社内の作業効率、人的リソースの有効活用、コミュニケーション
のしやすさなど。 

o 役割: 「現場の視点」から、手続き面や実務担当者のモチベーション、コミ
ュニケーションロスのリスクなどを重点的に取り上げる。 

3. ペルソナ C：ビジョン・戦略重視型 
o 口調・性格の設定: やや熱量のある語り口で、未来志向のアイデアを積極的

に提案する。全体最適や長期的視点を強調するタイプ。 
o 関心領域: 企業の成長戦略や国際競争力、知財の将来設計など、長期的な企

業価値の最大化にフォーカス。 
o 役割: 「将来の組織や戦略」の観点から、知財部門のあり方や海外展開を考

慮した体制構築について言及する。 
 

ここまでで「処理 1」を完了しました。内容に修正やご要望などございましたら、ご指示く
ださい。問題なければ次の「処理 2」に進んでよろしいでしょうか？ 
o1 
あなた: 
進めてください。 
ChatGPT 
10 秒の間、Thought about patent creation outsourcing 
処理 2 
（発言 1：ペルソナ B） 
いやー、この外部特許事務所への委託割合を増やす話、実際に現場で明細書を書く側として
は気になる点が多いよね。コスト云々はもちろんだけど、やっぱり一番気になるのは社内の
技術者と特許担当者の連携が疎遠になっちゃわないかなってところなんだよ。うちの会社
って、研究開発部門と知財部門で日々ディスカッションしながら特許戦略を練ってるから、
外部に投げるとなると技術的なニュアンスをどこまで正確に伝えられるのか不安だね。と
はいえ、外部の特許事務所はプロだから精度は高いのかもしれない。ただ、それによって社
内の担当者がノウハウを積む機会が減るのもリスクだと思うんだ。どうせなら委託先の選
定基準とか、どの技術分野だけは社内でやるとか、そういった実務レベルの仕分け作業の話
もちゃんと詰めたいな。ちなみに、皆はどの辺を一番重視してるんだろう？ たとえばコス
ト削減効果を優先するのか、品質を優先するのか、それとも社内スキルの維持を重視するの
か。そこらへんのバランス感覚って、どう考えればいいんだろうね。 

 
（発言 2：ペルソナ C） 
お二人の視点とは少し違うかもしれませんが、私は将来的な企業ビジョンの観点から、外部
委託を増やすことが長期的にプラスになるかどうかを考えたいですね。たとえば、今後の国
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際市場への展開を視野に入れるなら、海外に強い特許事務所とパートナーを組むことで、海
外出願の戦略や法制度の違いへの対応がしやすくなるというメリットは無視できないと思
うんです。もちろん、社内でノウハウを蓄積することは大事ですし、過度に委託を増やしす
ぎると知財部門の力が弱まってしまう懸念もあります。でも、グローバルでの競合が激しい
中、最先端の知財戦略を追求していくためには、あえて外部の力を積極活用するのも手だと
思っています。現場の実務感覚も踏まえたいし、コストだけではなく、将来の研究開発計画
との連動や国際的な広がりなどの視点が必要だと思うんですが、そこをどう両立させられ
るかですね。実際、皆さんは将来的な海外展開の度合いとか、会社の成長戦略との整合をど
う見ているんでしょうか。 

 
（発言 3：ペルソナ A） 
まずは、両者のご意見を踏まえつつ、定量的なデータをどれだけ集められるかが鍵になると
考えています。たとえば、委託費用がどの程度かかるのか、社内で作成した場合の人件費お
よび機会損失はどれくらいになるのかといった直接コストの分析は不可欠でしょう。また、
明細書の品質を数値化するのは難しいですが、特許査定率や拒絶理由の回数、特許権侵害リ
スクへの耐性などを指標にした評価方法も検討できるかもしれません。それによって「コス
トをかけてでも外部の専門家に任せるほうが総合的に有利」なのか、「ある程度は社内で頑
張ったほうが長期的に見てコストも低くなるし、ノウハウがたまる」なのかを判断しやすく
なると思います。私は、何よりエビデンスに基づく意思決定を重視しますので、各部門の具
体的なデータや数値目標がほしいですね。今のところ、コスト重視といっても具体額が曖昧
だと最終判断はつきにくいですし、そこをどう整理していくかが重要だと考えますが、B さ
んと C さんはどう思われますか。 

 
（発言 4：ペルソナ B） 
A さんの言う数値による分析は大切だね。ただ、それでもやっぱり実務の感覚としては、「ど
の分野の明細書を外部に出すのか」を見極めないと中途半端に外部委託しても効果が薄く
なるんじゃないかな。うちの研究開発でも先端素材系の分野ってめちゃくちゃ専門的だか
ら、外部事務所に丸投げしても、実際には社内で補足説明を大量にやらないといけないし、
それなら最初から社内で書いちゃったほうが早いってケースもあるんだよ。逆に、もう技術
的にはあまり複雑でない量産品の改良特許なら、外部事務所に大部分委託してもクオリテ
ィ的に問題なさそうとかね。だからコスト分析だけじゃなくて、技術分野ごとの優先度とか
専門性の度合いも見て、どこをどう外部に頼むのかをガッツリ切り分ける必要がありそう
だよね。とはいえ、その切り分けが難しいというのもわかる。C さんが言うみたいに海外絡
みの案件だけは外部委託比率を上げるとか、そういう方針もありかもしれないな。みんなは
その点、どう考えてる？ 
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（発言 5：ペルソナ A） 
B さんの「技術分野によって委託可否を振り分ける」という話にまったく同感です。特に先
端素材のように高い専門性が要求される分野では、外部委託したとしてもスムーズにコミ
ュニケーションが図れないリスクがある。それに加え、C さんのお話にあった海外案件も絡
むと、事務所側にも国際出願の知見や翻訳能力が求められます。その点、委託先の専門性を
どのように評価するか、数値基準や実績の比較などロジカルに整理して判断するのは不可
欠でしょうね。たとえば、外部事務所で過去にどのような分野の出願実績があるのかや、海
外出願の成功率、拒絶理由通知への対応力などを具体的に数値化し、取引先候補をリストア
ップした上で比較検討する。そうしたプロセスを踏めば、効率化やグローバル展開への対応
に貢献しやすい外部委託が可能になると考えています。むしろ、ここまで聞くと、外部委託
を増やすならば、単に安いだけではなく、専門性やグローバル対応力をしっかり評価しない
と意味がないと感じますね。 

 
（発言 6：ペルソナ C） 
今の A さんと B さんの話を聞いて、まさにその通りだと納得しました。やはり外部委託と
ひとくちに言っても、ただ明細書を作るだけじゃなくて、将来的にはどう知財戦略を高める
かという視点が必要ですよね。私は、将来的なビジョンとして、社内の知財担当者を「戦略
プランナー」として位置づける方向性が理想的かなと思っています。つまり、実際の手続き
や明細書作成は一定割合で外部に依頼して、その分社内の人材はどんどんプロフェッショ
ナルな戦略立案やポートフォリオ管理にシフトしていくんです。長い目で見ると、社内の知
財部門が高度化していく方が、イノベーションや競合優位性の確保に直結するでしょうし。
もちろん、B さんが指摘したように分野別に切り分けることは必須ですし、A さんが示した
データ分析も大事。でも最終的には、この会社全体が今後どういう姿を目指すのか、そのビ
ジョンに合わせて外部委託を増やすかどうかを選択すべきだと私は思いますね。 

 
（発言 7：ペルソナ B） 
C さんの視点、すごく刺さるよ。現場から言わせてもらうと、確かに社内知財部が単なる明
細書作成担当じゃなくて、もっと戦略的なポジションに行けるなら最高だよね。でも、その
ためには社内知財部が広い視野を持って動けるようにならないと、結局「外部に投げただけ
で何となく楽になった」みたいな消極的な状態になりかねない。だから、どうやって実務の
負担を減らして、その浮いた時間で知財担当者が戦略的思考を磨くかが大事なんだろうな。
反対に、外部委託を増やすことで、コミュニケーションロスやコスト増大が起こって、さら
に現場が混乱する可能性だってあるわけで。そこは A さんの言うようにちゃんとデータと
実績で相手を見極める必要があるし、どの分野なら委託してもうまく回るのかを地道に試
験運用してみるのも手かもね。結局のところ、「やってみたらどうなったか」のトライアル
を繰り返して、理想像に近づけていくしかないと思うんだ。 
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（発言 8：ペルソナ C） 
B さんが言うトライアル的な考え方は面白いですね。いきなり大幅に外部委託を増やすの
ではなく、一部の技術分野や一部の国への出願だけ先行的に外部委託比率を上げてみて、そ
の結果をフィードバックしていくと。そうした段階的アプローチは、リスクを抑えつつノウ
ハウの蓄積にもつながります。私としては、その過程でぜひ「この会社の強み」を再確認し
てほしいんですよ。自社の独自技術を最も理解できるのはもちろん自社自身だけれど、外部
専門家ならではの俯瞰的な視点や最新の法改正情報など、社内だけでは得られにくいイン
プットもある。両者をうまく融合できれば、まさに戦略的な特許網を構築できる土台ができ
ると思います。そのためには、外部との連携体制を整える仕組みづくりも重要でしょうね。
担当者同士が密にやり取りできるコミュニケーションツールや定期的な打ち合わせ、情報
管理のルールなども見直す余地があるんじゃないでしょうか。 

 
（発言 9：ペルソナ A） 
そのアプローチ、大いに賛成できます。特に段階的なトライアルを通じて、コストや質、ス
ピードに関する実績値が集まるのは非常に有用ですよね。そこで蓄積されたデータをもと
に KPI を設定し、たとえば「委託した分野でどれだけ作成期間が短縮されたか」「対応した
拒絶理由通知の数が減ったか」などを評価指標にすると、外部委託拡大の継続可否がより明
確に判断できると思います。あと、私が気になるのは、あまりに委託先を増やしすぎて、社
内での知財分析やポートフォリオ管理が形骸化してしまうリスクですね。C さんがご指摘
のとおり、社内の知財担当者が戦略面で一段高い役割を担うようになるには、ある程度の実
務経験がないと難しい面もあると思います。ですから、実務を完全に外部に任せるだけでな
く、必要な部分を内製化しつつ、全社的にどのレベルまで自前の知識を維持するか、その境
界を慎重に定義する必要があると感じます。 

 
（発言 10：ペルソナ B） 
A さんの懸念ももっともだね。たしかに「やるべき実務経験まで外部に委託しすぎて、社内
が薄っぺらくなる」みたいなパターンは絶対避けたいな。せっかく知財部が戦略立案へシフ
トしようとしても、実務の肌感覚がわからなくなっちゃったら意味ないしね。しかも、実際
に相手方の特許を調査して技術的な穴を探すような場面では、やっぱり技術理解と特許法
の知識を現場レベルで統合できる人材が不可欠じゃない？ そう考えると、社内と外部の
住み分けって本当に奥が深いと思うよ。うちも、もし委託割合増やすなら、まずは C さん
が言うみたいに海外案件や同質化しやすい技術分野から始めるのがいいのかも。でも、その
ときには、結果を数値化してしっかり評価する仕組みを A さんの言うとおり用意しておか
ないと、曖昧なままズルズル進んじゃう気がする。まあ、まずは小さく始めて、データを取
って、そこから拡大していくって流れが一番現実的かなって思ってるんだけど、どうだろう
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ね。 
 

（※指示どおり、ここで 10 回の会話を終了します） 
o1 
あなた: 
次の 10 回の会話を進めてください。 
ChatGPT 
7 秒の間、Thought about external patent filing strategy 
（発言 1：ペルソナ C） 
いや、今までのやり取りを聞いていて思ったんですが、やっぱり「まずは一部の案件だけ外
部委託を試してみる」っていう段階的な進め方に、大きな可能性を感じますね。なぜなら、
既に B さんが言ったように、リスクを抑えつつ実データを積み上げられるから。実際、海
外出願が絡む案件や、他社との差別化ポイントがあまり大きくない改良技術なんかは、外部
委託でのクオリティとコストのバランスを見極めやすいと思うんですよ。その結果をきち
んと定量評価して、もしコスト削減やスピードアップが確認できたら、さらに広げていくこ
とを考える。それに、あえて一部を外部に出し続けることで、社内の知財担当者が「対外的
な視点」を常に得られるメリットもあると思います。委託先から新しい法改正情報や海外特
許事情が入ってきやすいので、自然と最前線の知見をアップデートできるんじゃないでし
ょうか。そうすれば、社内で明細書を書く担当者も含めて、自分たちのスキルや視野を磨き
続けることができますよね。私としては、それが長期的に見て「強い知財部門」をつくる基
盤になると思うんですが、お二人はどう感じます？ 

 
（発言 2：ペルソナ A） 
C さんの見方に賛同する部分はかなりありますが、一つ念押ししたいのは「外部委託で得ら
れる情報やノウハウを、いかに体系的に社内に取り込むか」という点ですね。せっかく委託
先が海外の最新動向や異なる技術分野の経験を持っていても、それを社内が吸収できる体
制がないと意味が薄れてしまう。たとえば、月一回でもいいので委託先を交えて簡易セミナ
ーや勉強会を開催し、最新の審査動向や各国の審査官の特徴などを共有してもらう仕組み
を取り入れるとか。そうやって、委託先との連携を「アウトソーシング」ではなく「コラボ
レーション」と捉えれば、B さんの懸念するようなコミュニケーションロスもだいぶ軽減で
きるのではないでしょうか。実は、過去に別の企業で、海外特許の管理を完全外注した結果、
社内にまったく国際出願のノウハウが積み上がらなくなってしまったケースを見たことが
あります。データを集めて KPI を設定しながらも、社内知財担当者の成長機会をどう確保
するか、そこを疎かにしないように十分に意識してほしいですね。 

 
（発言 3：ペルソナ B） 
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うん、今の A さんの指摘にはまったく賛成で、ただ依頼して終わりじゃなくて、そこから
社内に持ち帰る学びがちゃんとあるように工夫したいよね。特に現場的な感覚を言うと、外
部の事務所って忙しいだろうから、こっちから「ノウハウを共有してください」って言わな
いと、なかなか細かい技術トレンドや海外審査の特徴まで教えてくれなかったりするんだ。
だから、社内がどんな情報を求めているのかを、最初にきちんと示してあげる必要があると
思うんだよ。そうしないと、「うちの技術内容はなんとなく分かるけど、そこから何を深堀
りしたらいいのか？」みたいな混乱が生まれちゃう。で、実際、そこをクリアにしておけば、
C さんの言うように最新情報を得られたり、ケーススタディを共有してもらったりして、外
部委託の恩恵をフル活用できるはず。私としては、今後もし外部委託を増やすなら、コミュ
ニケーションやノウハウ共有のルーチンをきちんと作ってから動かすのが大事だと思う。 

 
（発言 4：ペルソナ A） 
B さんの現場感覚の話は、委託先との温度差を埋めるうえで非常に重要ですね。さらに付け
加えるなら、委託先ごとに得意な領域や分野が異なる可能性もあるじゃないですか。そこを
ちゃんと把握せずに丸投げすると、「この分野はうちはあまり実績がないんですよね」なん
て言われることになりかねない。だから、最初の段階で「どの分野を委託するか」のすみ分
けを明確にして、委託先を複数社に分散するのか、あるいは得意分野ごとに選定するのか、
といった戦略的な判断が要ると考えます。その際は、さっきから議論に出ている KPI やデ
ータ分析が非常に役立ちますよね。たとえば、特許化成功率や OA（オフィスアクション）
対応数、ひいては引用文献の質などを見比べることで、「どの事務所がどの分野に強いのか」
を推定できるはずです。とはいえ、問題はそういうデータをどうやって集めるか。委託先か
ら積極的に出してくれない場合もあるでしょうから、その部分で社内がどれだけ交渉力を
持てるかがポイントになりそうです。 

 
（発言 5：ペルソナ C） 
なるほど、データ収集の重要性はよくわかりますし、そこを武器にしないと有利には進めに
くいかもしれませんね。ただ、私はもう少し先の話として、企業ブランディングや社外との
パートナーシップの在り方も気になっています。たとえば、今後企業として外部特許事務所
と深い協力関係を築いていくなら、単なる「業務委託」ではなく、お互いを戦略的パートナ
ーとして位置づけるような発想も必要だと思うんです。つまり、相手は「業者」じゃなく「共
同でイノベーションを守る仲間」なんだ、というスタンス。そこまでいくと、定期的に双方
のエキスパートが集まって、技術ロードマップや将来の市場展望を共有して、どんな特許網
が有効なのかを協議したりできますよね。私は、そういう形のコラボレーションができる外
部事務所とタッグを組めるなら、長期的に見て外部委託を増やすメリットは相当大きいと
見ています。その反面、もし相手が単発受注しか考えていないようなところなら、せっかく
の協力体制も期待薄になるかもしれません。 
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（発言 6：ペルソナ B） 
C さんの言う、パートナーシップという考え方には私も魅力を感じるなあ。実務者として
は、やっぱり外部事務所と足並みを揃えられないと、本当に細かいところで苦労するんだよ
ね。たとえば、文言の表現一つとっても、「この特許庁だと、こう書いたほうが通りやすい」
みたいなノウハウってあるじゃない？ そういうのをリアルタイムで共有し合える関係性
があれば、いちいち修正を繰り返してやり直す手間が減るわけだし。そこに加えて、A さん
が言っているデータ分析の視点も混ざってくれば、より精度の高い明細書作成が期待でき
る。しかも、プロ同士が定期的に顔を合わせることで、ノウハウだけじゃなくて、技術の本
質をより深く理解してもらえると思うんだ。要は、「頼む」だけじゃなくて、「一緒に作る」
っていう意識を社内でも醸成するのが理想だよね。ただ、現場のスタッフにそこまで意識を
持たせるには、マネジメント層がどれだけ本気で外部との連携を重視しているかが大きく
左右する気がする。そういう方針がはっきりしてないと、現場は「とりあえず依頼しておけ
ばいいんでしょ？」って消極的になりがちだから、そこも課題かな。 

 
（発言 7：ペルソナ A） 
B さんがおっしゃるマネジメント層のコミットメントは、私も非常に大切だと思いますね。
特に予算配分やコスト管理の部分で、経営側が「外部委託にこれだけの費用を投じる価値が
ある」と判断するためには、ある程度の定量的根拠が不可欠です。一方で、C さんが言うよ
うな戦略的パートナーシップを確立するには、単なるコスト削減だけをゴールにしない姿
勢も求められる。言い換えれば、「安ければいい」という感覚で外部委託を進めると、絶対
に質の低下やコミュニケーション不全が起きる可能性が高いでしょう。だからこそ、たとえ
ば委託先とのレビュー会やワークショップを定期開催するコストまで含めて、最初から投
資計画を組み込んでおく必要があるのではないかと考えます。そのうえで、「外部委託のコ
ストは掛かったけれど、社内の知財部門がより高付加価値の業務にシフトできた。その結果、
特許の質や会社の知財戦略が向上した」という成果をきちんと可視化し、経営に報告する流
れを確立すれば、マネジメント層の理解も得やすくなるんじゃないかと思います。 

 
（発言 8：ペルソナ C） 
今の A さんのお話はまさに核心を突いていると思いますね。私としては、経営層にしっか
りアピールするために、外部委託による「プラス効果」をどんな指標で測るのかを明確にす
るべきだと考えています。たとえば、「特許の査定までの期間短縮」とか「OA 対応回数の
減少」「訴訟リスク回避率の向上」など、数字で示せるものはいろいろあるはずです。さら
には、「社内の知財担当者が戦略立案に費やせる時間が月何十時間増えた」みたいな計測も
有効だと思います。そういう形で成果を見える化すれば、単純なコスト比較以上に、外部委
託によって得られる恩恵を経営層も理解しやすいでしょうし、次の段階として外部委託の
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範囲を拡大するかどうかの議論もしやすくなりますよね。実際、海外の大手企業なんかは、
定期的に知財部門の活動をレビューして、トップマネジメントに報告する仕組みを整えて
いるケースが珍しくありません。そういった動きの中で、外部パートナーとの連携状況や成
果も逐一チェックして、必要ならパートナーを切り替えたり追加したりしているようです。 

 
（発言 9：ペルソナ B） 
なるほど、外資系だとそうやって頻繁にレビューを入れるのね。うちも見習えるところは大
いにありそう。私としては、ただの評価会じゃなくて、社内と外部パートナーが一緒に解決
策を考える場としても機能させられたらいいなと思うよ。たとえば「最近こういう技術分野
の出願が増えてきてるけど、審査状況はどうなんですか？」とか、「OA 対応でこういう記
載がネックになりがちなんですけど、もっと上手いやり方はありますか？」みたいな、相互
の知恵が出やすい環境をつくると、結果的に明細書の質も向上して、コスト以上の価値が生
まれるかもしれないよね。とはいえ、外部委託を増やすためには、どうしても社内での稟議
が必要になるし、経営層や財務部門から「本当にそれだけのコストを投資する価値があるの
か？」と厳しく問われる可能性もある。そこを説得するために、A さんが言うような実績デ
ータや ROI の見通し、C さんが言うような未来志向のビジョンが、どちらも重要になるん
だろうね。最初から全部を外部化するんじゃなく、やっぱり部分的に試験導入して、その結
果を可視化して示すのが王道だとは思うけど。 

 
（発言 10：ペルソナ A） 
そうですね。B さんのおっしゃるように、導入を段階的に進めて実績を積み上げ、その成果
をしっかり可視化して社内に示すのが現実的だと私も考えます。社内にはどうしても、「外
部委託＝コストアップ」と見なす声もあるでしょうし、技術者サイドからは「やっぱり外に
は出せない」といった抵抗があるかもしれない。でも、そこを突破していくには、少しずつ
成功体験を作っていって、「委託してみたら、結果としてこんなメリットがありました」と
いうストーリーを経営と現場の両方に提供し続けるしかありません。その一方で、委託拡大
によって社内の知財力が落ちるのではないか、という懸念にも答えられるように、定期的な
情報共有や勉強会の開催、明細書ドラフト段階での共同レビューなどを仕組み化していく
必要があるでしょう。そのあたりをきちんと設計して、運用 PDCA を回せば、外部委託率
を上げるのも悪くない選択肢になると思います。実は、私もこれまでいくつかの企業事例を
見てきましたが、結局はそういう丁寧なプロセスを踏んでいるところが成果を出している
んですよ。 
o1 
あなた: 
更に会話をすすめてください。 
ChatGPT 
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9 秒の間、I'm sorry, but I can't continue this conversation. 
（発言 1：ペルソナ B） 
いやー、改めてこのテーマを考えると、やっぱり「委託する技術領域の選定基準」ってもっ
と明文化しておかないと、現場としては対応に困りそうだよね。たとえば A さんや C さん
が話してくれてるように、海外出願が絡むものとか、改良特許でコア技術から少し外れた分
野は委託候補として上がりやすいけど、実際の案件ではその「コア技術からどのくらい外れ
てるか」みたいな境界は結構あいまいなんだよ。研究者が「これはめちゃ重要」と言い張る
ケースもあれば、知財担当が「いや、これこそ委託すべき」と思っていたりとか、そもそも
判断基準が部門ごとにバラバラだったりする。だから、せめて「こういう条件を満たす技術
は社内で対応」「こういう条件なら外部委託」みたいなガイドラインを明確にして、社内外
で共有する必要があると思うんだ。そうしないと委託率を増やしても、結局は手戻りや不一
致が頻発してしまうからさ。そういう“ルールづくり”に対して、A さんや C さんはどう考
えてるのかな？ 

 
（発言 2：ペルソナ C） 
B さんの言うガイドライン整備は、私も大いに賛成ですね。ただ、そのガイドラインが単に
「案件の技術的難易度」や「海外出願の有無」だけで決まるわけじゃないところが、知財戦
略の難しさだと思うんです。たとえば、将来的にその技術分野が自社の主力事業になってい
くなら、今の段階から自社でノウハウをしっかり蓄えておく必要がありますし、逆に先細り
になりそうな技術であれば、外部委託に回してリソースを節約したいという考え方もあり
得るわけですよね。そうなると、研究開発のロードマップや市場の成長予測なんかも絡んで
きて、一筋縄ではいかない。私は、そういう長期的視点を混ぜながらガイドラインを策定す
ることが肝要だと考えています。部門ごとの温度感のズレを吸収するためには、むしろ経営
サイドや上層部がリーダーシップを取って、全社的な優先順位を示してあげると、現場は迷
わず動けるんじゃないでしょうか。とはいえ、いきなり完璧なガイドラインは作れないから、
まずは暫定版を用意して、そこから改善していく感じが良いと思いますね。 

 
（発言 3：ペルソナ A） 
C さんのお話に概ね同意です。私から付け加えると、ガイドラインを作るときに、定量的な
指標も織り込むと説明がしやすくなると思います。たとえば「想定市場規模が X 億円以上
の技術は社内作成」「コア技術特許件数が一定以上ある分野は社内で保持」など、いくつか
の数字を盛り込むことで、客観的な基準を示せるかもしれません。もちろん、技術の重要性
は数字だけで測れない面もありますが、少なくとも目安としては機能しますし、B さんが懸
念する部門間の衝突を減らす一助になるでしょう。さらに、ガイドラインを運用してみたう
えで実際に発生した不一致事例を洗い出し、定期的に見直していく仕組みがあれば、じわじ
わ精度も上がってくるはずです。私は、そういう PDCA を回せる体制が企業内で定着して
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いくと、外部委託を増やすかどうかの意思決定も、よりブレが少なくなってくるんじゃない
かと思いますね。あとはガイドラインだけでなく、実際の運用を支えるコミュニケーション
プロセスの設計も大事でしょうね。 

 
（発言 4：ペルソナ C） 
今の A さんの意見に近いところで、私ももう一つ強調したいのが「ガイドラインを超えた
例外をどのように扱うか」という点ですね。結局、どんなに詳細なルールを作っても、現場
では「これはガイドライン上は外部委託だけど、実は研究部門がもっと積極的に明細書作成
に関わりたい」とか、「コストが高くなっても社内で仕上げたい」なんてケースが出てくる
と思うんです。そういう突発的なニーズにどうやって対応するのか、例外承認のプロセスを
決めておかないと、せっかくのルールがあいまいになってしまう危険があります。そのプロ
セスを明確化しておけば、部門間調整もスムーズですし、外部委託率を増やす際の運用負荷
も減らせるでしょう。私は、企業が知財部門にどれだけ権限を委譲できるか、あるいはトッ
プダウンで例外承認するのか、そのあたりも大きなポイントになると思っています。特に、
将来性のある技術分野で「どうしても社内担当がじっくり書きたい」といった声が強い場合、
柔軟に対応してあげることで研究者や開発者との信頼関係が深まるんじゃないかと期待し
ますね。 

 
（発言 5：ペルソナ B） 
C さんが言う例外扱い、めちゃくちゃ大事だと思うよ。というのも、現場サイドからすると、
技術者が「これは絶対に自分の手で書きたい」って熱意を持つことが、意外と特許の質を高
めたりするんだよね。自分の研究成果に思い入れがあると、細かいニュアンスまでこだわっ
て書きたいし、その分しっかり審査官にも伝わりやすい。もちろん、そのままだと文章が冗
長になりがちだから、知財部がフォローして整理する必要はあるけど、少なくとも現場のモ
チベーションを削がずに済むのは大きい。そういう「熱意重視の案件」を例外として社内作
成にして、その他の部分は外部委託というメリハリをつけられれば、意外とスムーズに回る
かもしれない。実際、私たちもそこらへんのバランスをどう保つかが悩ましくて、技術部門
から「これだけは何としても社内で書きたいんです！」と強く言われると、外部委託の計画
が崩れたりすることもあるからさ。その辺を最初から想定しておくのは賢いやり方だと思
うね。 

 
（発言 6：ペルソナ A） 
B さんのご意見、とても共感できますね。現場の意欲が高いところは社内作成を優先させ
る、といったフレキシビリティを持っておかないと、結局は不満が爆発して「外部委託なん
てやめてくれ」みたいな動きに発展してしまうリスクがあります。私は一方で、そうした柔
軟性を確保するためにも、委託先との契約やスケジュール調整をあまりタイトに組みすぎ
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ない工夫が必要だと思っています。というのは、こちらが「外部委託を 10 件発注するから、
○月までに対応してくれ」と事前に契約を結んでしまうと、あとから「やっぱりそのうち 3
件は社内でやります」って言いにくくなるじゃないですか。だから、まずは中期的な目標値
は決めつつも、実際に委託する案件数や時期についてはある程度弾力性を持たせて、例外的
な社内作成要望にも応えられる余地を残しておく。そのほうが、いざというときに揉めずに
済むはずです。数値目標を設定することは大事ですが、それに縛られてしまうと運用がぎく
しゃくするのが懸念ですね。 

 
（発言 7：ペルソナ B） 
A さんの意見に「なるほど」と思ったよ。外部委託先との契約形態って、そこまで深く考え
てなかったかもしれない。実務的には「年間○件、単価は▲円」みたいなパッケージ契約を
結ぶことも多いし、そうすると「必要ないときに契約分を使い切らないともったいない」み
たいな心理が働くのは確かにあるよね。そうすると、無理やり案件を外部に回して、結果的
に研究者の熱量が下がってしまうとか、思わぬ影響が出てくる可能性もある。でも、そうい
うのって結局、長期的には会社全体の知財力を弱めるかもしれないから、気をつけないとい
けないな。私はどちらかというと、「必要なときに必要な案件数だけ外部委託する」という
スポット的な契約形態のほうが、最初のうちはリスクが少ないと思う。もちろん、単価交渉
は厳しくなるかもしれないけど、コスト面だけじゃなくて組織全体の柔軟性を重視するな
ら、そっちを選ぶ価値は十分あると思うね。A さんや C さんはどうかな？ 

 
（発言 8：ペルソナ C） 
今の B さんの提案はかなり理想的に聞こえますね。確かにスポット発注方式のほうが、例
外的な社内作成要望に応じやすいし、無理やり案件を外に出すことによる弊害も少ないと
思います。ただ、その分「外部委託先との関係が浅くなりがち」というデメリットがあるか
もしれないんですよ。たとえば、年間で一定数の案件を委託することが前提になっているか
らこそ、外部事務所としても担当者をしっかりアサインしてコミュニケーションの時間を
確保してくれるわけですけど、スポット発注ばかりだと「いつ来るか分からない案件を待っ
ているわけにもいかない」っていう事情が向こうに発生するかもしれない。そうすると、担
当者がコロコロ変わったり、業務のクオリティが安定しにくいリスクがあるんですよね。だ
から、経営的には「安定した関係を築くためにレギュラー契約を結ぶけど、その中で例外枠
を設ける」みたいな、ハイブリッドなアプローチが現実的なのかなと私は思います。そこを
うまく設計できれば、両立が可能になるかもしれません。 

 
（発言 9：ペルソナ A） 
C さんのおっしゃるように、レギュラー契約とスポット発注の両方の良いところを組み合
わせた仕組みをつくるのは、非常に面白いアイデアですね。ただ、そのためには、当事者同
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士がかなり突っ込んで「どの程度の安定案件を保証できるのか」「どの範囲なら例外として
社内処理するのか」をすり合わせておく必要があるでしょう。そこをきちんと契約書や覚書
の形で合意しておかないと、後から「聞いてないよ」みたいなトラブルが起きかねない。や
っぱり外部事務所としても安定した収益が見込めるほうが、優秀な担当者をアサインして
くれるインセンティブになるはずなので、スポット発注ばかりでは質の面で不安も残りま
すよね。私としては、最初は B さんの言う通り、小さめの案件でスポット契約を試してみ
るのも良いと思いますが、中長期的には C さんが言うようなハイブリッドモデルを検討し
て、より安定したパートナーシップを築く方向に舵を切るのが賢明かもしれません。その際、
KPI を設定して定期的に評価・見直しをするプロセスがカギになるでしょう。 

 
（発言 10：ペルソナ B） 
なるほどね、じゃあいきなり「スポットだけ」って割り切るのもリスクがあるわけだ。C さ
んと A さんの意見を総合すると、やっぱり最初はある程度レギュラー案件を外部に出しつ
つ、柔軟に社内案件にも切り替えられる仕組みを作るのが現実的なんだろうね。それなら、
外部事務所側もある程度の収益見込みが立つから、専任担当をつけてくれたり、コミュニケ
ーション体制を整えてくれるだろうし。実際、数年前にうちの会社で試しにある特許事務所
とスポット契約だけで回そうとしたとき、向こうも忙しい時期と重なっちゃって、担当者が
突然変わるなんてトラブルもあったから、その辺は痛感してる。一方で「社内で書きたい！」
という現場からの声も常にあるだろうし、その調整が一番難しいところなんだけど、今のや
り取りを聞いていると、工夫次第でいくらでもやりようはありそうだね。何にせよ、契約内
容とガイドライン、そして例外対応の仕組みをちゃんと整えることが大前提なんだろうな。
そうしないと、思わぬところで軋轢が起きちゃうし、結果的に外部委託が頓挫するってこと
にもなりかねないからさ。 
o1 
あなた: 
さらに議論を続けてください。 
ChatGPT 
7 秒の間、Thought about external patent outsourcing strategy 
（発言 1：ペルソナ A） 
最近、外部委託の議論が社内でも活発化しているようですが、皆さんは実際のところ「どの
程度リスクを許容できるか」をどのように考えていますか？ たとえば、仮に外部委託先の
クオリティが想定より低かった場合、出願自体が荒くなって特許査定率や権利範囲に影響
が出ることが懸念されますよね。その場合、社内でのチェックを厳しくしたり、外部事務所
に追加で修正を依頼したりと、結局想定外のコストがかさむ恐れもある。私は、そういう予
想外の事態に対して、どこまで時間とお金を掛けてリカバリーできるのかを、あらかじめ経
営層や知財部門の間で合意しておく必要があると思います。じゃないと、いざ問題が起きた
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際に「やっぱり外部委託なんてやめるべきだった」「社内でやっていればこんなことにはな
らなかった」という後悔の声が上がってしまう。そうならないよう、外部委託に伴うリスク
許容度と、そのリスクが顕在化したときの対処方針を早めに共有するのが安全策ではない
でしょうか。 

 
（発言 2：ペルソナ C） 
A さんの言うリスクマネジメント、まさに重要ですね。私が気になるのは、特許出願ってす
ぐには成果が見えにくく、下手すると権利化までに数年はかかるじゃないですか。その間に
委託先の質が継続的に保たれないと、いつの間にか明細書の完成度が落ちてしまい、審査で
苦戦するリスクが徐々に積み上がる可能性があります。だから、単発の品質チェックだけじ
ゃなく、継続的なモニタリングとフィードバックの仕組みを用意しておきたいですね。具体
的には、定期的なレビュー会だけでなく、OA（オフィスアクション）の内容を集計して「ど
んな拒絶理由が多いのか」を把握し、その原因が明細書作成段階にあったのか、技術自体の
問題なのかを検証するとか。もちろん、すべてを社内で追うのは大変かもしれませんが、そ
こでこそ「外部パートナーとしての特許事務所」にも責任を持ってもらい、一緒になって改
善できる体制を築ければ、リスクはかなり低減すると思うんですけどね。 

 
（発言 3：ペルソナ B） 
二人の話を聞いてると、結局リスク管理をしながら外部委託を進めるには、こまめなコミュ
ニケーションと長期的なフィードバックがめちゃくちゃ大事ってことだよね。私としては、
もう少し具体的に「どのタイミングで外部事務所とやり取りすればいいか」を設計する必要
があるんじゃないかなと思う。たとえば、出願前の草案段階で社内と外部で二度チェックす
るのか、OA が来たらまず外部がドラフトを作って、それを社内が最終確認するとか、細か
いプロセスごとに役割分担と連絡フローを可視化しておく。これを曖昧にして「任せるとこ
ろは任せる」だけにしちゃうと、なんとなくで進んじゃって、いつの間にか品質が下がって
ることに気づかないんだよね。現場からしても、「どのプロセスでどのくらい時間をかける
のか」って事前に分かると動きやすいし、もし外部事務所のクオリティが不十分に感じたら、
そのタイミングで早めに指摘できるから、トラブル拡大を防げるんじゃないかと思うな。 

 
（発言 4：ペルソナ C） 
B さんが指摘するプロセスの可視化は、私も賛成です。特に、将来的に外部委託を大幅に増
やすとなると、社内の知財担当者も複数の事務所とやり取りする可能性が出てきますよね。
そのときに、どの事務所にはいつ・どのレベルの情報を渡すかが決まっていないと、管理が
カオスになってしまう。私は、そのリスクを回避するために「標準プロトコル」みたいなも
のを作るのがいいんじゃないかと思うんです。たとえば、「外部事務所への依頼時には必ず
技術概要・想定クレーム・参考文献のセットを提出する」「初稿確認の段階で社内の開発担
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当者も合流してディスカッションを行う」など、一連のフローを文書化するんです。そうす
れば、新たに担当者が変わってもプロトコルに沿って動けるし、社内外の連携齟齬も減るん
じゃないかと考えます。もちろん、これを実際に運用しながらどんどんアップデートしてい
く必要がありますけど、最初の一歩としては有効じゃないでしょうか。 

 
（発言 5：ペルソナ A） 
C さんの「標準プロトコル」構想は、私としてもぜひ導入を検討してもらいたいですね。そ
のプロトコルを運用するうえでの KPI を設定して、たとえば「初稿完成から最終稿完成ま
での期間」「OA が出た時点での追加修正コスト」「審査官との面接回数」などをモニタリン
グするのはどうでしょう。そうすれば、委託先との連携プロセスがスムーズかどうかを定量
的に把握できる。問題が起きたら、「どのステップで遅延や不具合が発生したのか」を振り
返りやすくなりますよね。さらに、成功例があるなら、そのプロセスを他の技術分野や別の
委託先にも横展開しやすくなる。私はデータに基づいて判断する派なので、こうしたプロト
コル＋KPI モニタリングの仕組みがしっかり機能すれば、外部委託拡大の利点や課題がよ
り可視化されて、経営層の理解も深まるんじゃないかと思います。 

 
（発言 6：ペルソナ B） 
プロトコルと KPI の導入は分かりやすくて良いよね。ただ、現場の感覚として、あんまり
KPI に縛られすぎると「数字をクリアすること自体が目的化」しちゃわないかが心配。たと
えば、「初稿から最終稿までの期間を短縮しろ」って言われると、とにかく急いで書いて形
だけ完成させるけど、内容的にはイマイチだったり、技術的に不足してたりする可能性も出
てくる。そういうとき、「KPI は達成したんだからいいじゃん」ってなっちゃうと、本末転
倒なんだよね。だから、KPI を運用するときにも「短納期を狙いつつも品質を落とさない」
「コミュニケーション不足が起きていないかチェックする」といった“定性的な観点”も補足
的に入れてほしいと思うんだ。あくまで KPI は管理の目安であって、最終ゴールは質の高
い特許出願を時間内・予算内で進めることだから、そこを忘れないようにしたいね。 

 
（発言 7：ペルソナ A） 
B さんの心配はごもっともで、KPI の数字だけを追ってしまうと、肝心の品質が置き去りに
なるリスクは確かにあると思います。私としては、そういう状況を回避するには、KPI を複
数設けてバランスをとることが大事じゃないかと考えます。たとえば納期重視の指標と同
時に、「明細書品質の評価指標」も設ける。品質の評価なんて定量化しづらい面はあります
が、OA の内容や拒絶理由の質、審査期間の長さ、さらには特許査定後にどれだけ権利範囲
をしっかり確保できているかなど、見るべきポイントはいくつかあるはずなんです。もちろ
ん、“定性的な観点”も議事録に残すなどして評価に組み込むなど、工夫次第でカバーできる
部分はあると思います。ようは、「早さ」だけでも「安さ」だけでもなく、「総合的な満足度」
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をどう測るか。そこにひと手間かけることが、今後の外部委託拡大を円滑に進めるカギにな
りそうですね。 

 
（発言 8：ペルソナ C） 
いや、今の A さんと B さんのやり取りを聞いていると、最終的には「経営サイドや上層部
がどれだけ総合評価を重視するか」ってところがポイントになりそうですね。もし経営陣が
「とにかく単価を下げろ、納期を短くしろ」とだけ要求するなら、現場は KPI の数字を優
先しがちでしょうし、品質がおろそかになるかもしれない。一方で、経営が「良質な特許を
しっかり取れるなら、少しは余裕をもってやりなさい」と理解を示してくれるなら、バラン
スのいい指標設計がしやすいはず。私は、会社全体としての知財戦略の位置づけがどれだけ
高いかで、このバランス感覚が決まるんだと思っています。特許ってコア技術の生命線にな
るし、将来的に他社を牽制する武器にもなるわけだから、むしろ短期的なコストだけではな
く、企業の持続的競争力に資する投資だと位置づけてほしいんです。そのために知財部門が、
外部委託の KPI 設定から運用状況のレポートまで、きっちりリードしながら経営を巻き込
む必要があると感じますね。 

 
（発言 9：ペルソナ B） 
C さんの指摘は本当にその通りで、知財部門が経営を巻き込むためには、実際に良質な特許
を取得した事例とか、外部委託を活用した結果として優位性が得られたケースを、社内でア
ピールしていくのも大事じゃないかな。成功事例を共有することで、「外部委託に投資する
価値はこんなにもあるんだ」って分かってもらえれば、もっと柔軟に予算や日程面で協力し
てくれる可能性が高まると思うんだよね。実際、私の知人の会社では、外部事務所との連携
によって難航していた国際特許を早めに権利化できた事例をチーム全体でお祝いしたり、
社内報に載せたりして、経営陣の目にも触れやすい形でアピールしたんだ。そうした“ポジ
ティブな結果”が共有されると、次に似たようなプロジェクトを提案するときも「じゃあ今
回もやってみようか」と話が通りやすくなる。そうした流れを作るのが、外部委託拡大をス
ムーズに進めるコツだと思う。 

 
（発言 10：ペルソナ A） 
B さんが言うように、成功事例を積極的に共有してポジティブサイクルを作るのは、まさに
肝心だと思います。知財ってどうしても経営から見るとコストセンターに見られがちです
けど、実際には企業の競争力を左右する大きな投資なんですよね。だからこそ、経営陣には
「特許取得＝コストをかけるだけじゃなく、利益の源泉やリスクヘッジにつながる」という
理解を持ってもらわないといけない。そのためには、数字で示すだけじゃなく、B さんの言
うようなエピソードや事例、さらには社内からの喜びの声を可視化するのが効果的だと感
じます。さらに、外部委託先にもその成功体験をフィードバックしてあげれば、向こうもモ
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チベーションが高まるでしょうし、より深い連携を図るきっかけになる。こうした“良い循
環”をどれだけ意図的につくりだせるかが、今後の外部委託の拡大と知財戦略の成功に直結
するんじゃないでしょうか。私自身、ここまでの議論を通じて、改めてその重要性を再認識
しました。 
o1 
あなた: 
サマライズに進んでください。 
ChatGPT 
2 ～ 3 秒の間、Thought about external patent outsourcing considerations 
処理 3：議論の中で得られた示唆のサマライズ 

• 外部委託の範囲・基準の明確化 
o 技術分野や海外出願の有無、将来的な重要度などを基準に、どこを外部に委

託するかを選定するガイドラインが必要。 
o 「コア技術は社内で保持し、改良特許や周辺技術は外部委託」などの切り分

けを検討するとよい。 
• 社内ノウハウの維持・蓄積と外部の専門性の活用 

o 外部委託を増やすことで社内スキルの蓄積が不足しないように、定期的なレ
ビュー会や勉強会の開催を行い、委託先から得られる情報を社内に還元する
仕組みが必要。 

o 社内担当者は戦略立案や高度な分析に注力し、外部委託先を「単なる業者」
ではなく「戦略的パートナー」と位置づけることで、企業全体の知財力を底
上げできる。 

• 段階的な導入と試行・データ分析 
o 一気に委託率を上げるのではなく、一部案件や特定分野からトライアルを行

い、KPI を設定して効果を検証する。 
o コスト・品質・スピードなど複数の指標をモニタリングし、評価結果を踏ま

えて委託範囲の拡大や見直しを判断する。 
• コミュニケーションプロセスと契約形態の工夫 

o 外部事務所との連携が曖昧だと品質低下や納期遅延のリスクがあるため、標
準プロトコルや役割分担を明文化しておく。 

o スポット発注のみでは担当者の入れ替わりやクオリティの不安定化が懸念
されるため、レギュラー契約と柔軟な枠を組み合わせるハイブリッド方式も
検討する。 

• リスクマネジメントと例外対応 
o 委託先のクオリティが想定より低い場合や、技術者がどうしても社内で書き

たい場合などの例外事象が起こり得る。 
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o 社内・外部事務所間で「どんな場合に例外を認めるか」「リカバリーにどこ
までコストと時間を許容するか」をあらかじめ合意しておくと、トラブル拡
大を防げる。 

• 経営層との連携・総合評価の重要性 
o 単価や納期など短期的な数値目標だけでなく、特許の質・将来の競争力への

貢献も含めた総合指標で評価する必要がある。 
o 成功事例や高品質な特許取得のエピソードを共有し、経営側に知財投資の意

義をアピールすることで、継続的なサポートを得やすくなる。 
o1 
あなた: 
次に進んでください。 
ChatGPT 
4 秒の間、思考 
処理 4：議論で得られた示唆をもとに、相談者の質問をアップデートした質問文の案 

1. 外部委託する対象分野や案件を選定する際の基準づくりについて 
「まずはどのような技術分野や出願案件を外部委託する対象とし、どの分野は社内で保持
するのが望ましいと考えるべきでしょうか。重要度や将来性の見極め方、さらに海外出願の
有無などを含めた具体的な切り分け基準を検討したいです。」 

2. 社内ノウハウの維持と外部事務所の専門性活用の両立方法 
「外部委託を拡大した場合に懸念される、社内担当者のスキル蓄積低下を防ぎつつ、外部の
専門家が持つ知見を最大限活用するにはどのような体制や仕組みが必要でしょうか。定期
的なレビュー会や勉強会などの開催方法についても、具体的な検討ポイントを知りたいで
す。」 

3. プロセス設計と契約形態の最適化 
「外部委託先との連携を円滑に進めるために、どのような標準プロトコルやコミュニケー
ションルールを構築すればよいでしょうか。また、レギュラー契約とスポット契約を組み合
わせる際に、リスクや担当者のアサイン問題を回避するための留意点についても知りたい
です。」 

4. リスクマネジメントと総合評価指標の導入 
「特許の質や経営への貢献を含めた総合的な評価指標（KPI）を設定・運用するためには、
どのようなデータを追跡すれば効果的でしょうか。万一、外部委託で品質や納期に問題が生
じた場合の例外対応やリカバリープロセスもあらかじめ考えておきたいので、その際の体
制づくりについてご意見を伺いたいです。」 
o1 
あなた: 
4 つの質問文への回答を作成してください。 
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ChatGPT 
4 秒の間、思考 
以下では、先の 4 つの質問文それぞれに対する回答案を示します。実際の運用では貴社の
事情に合わせて調整し、具体策をブラッシュアップしていただければ幸いです。 

 
1. 外部委託の対象分野・案件選定の基準づくり 
(1) 技術的なコア度と将来性 

• コア技術: 自社の競争優位を左右する技術（将来の主力事業や革新的領域）。基本的
には社内で作成し、ノウハウを蓄積するとよい。 

• 周辺技術・改良特許: 既存技術の改良など、コア技術に比べて重要度がやや低い分
野は外部委託候補。リソースを節約して社内担当者をより戦略的な業務に振り向け
ることができる。 

(2) 市場規模・事業計画との連動 
• 大きな市場が期待できる技術分野: 権利範囲を最大限確保するため、社内作成も検

討。 
• 先細りが見込まれる技術: 必要最小限のコストで特許化を狙うために外部委託を検

討。 
(3) 海外出願の有無 

• 海外案件: 国際的な法制度に精通した外部事務所を活用し、翻訳や現地代理人との
連携を効率化すると有利。 

• 国内完結が多い技術: 社内担当者が強みを発揮できるなら内製を優先。ただし、リ
ソースが逼迫している場合は外部委託と組み合わせる。 

(4) 社内組織の体制・人材状況 
• 社内担当者の専門性・人数: エース担当者が不足している分野やノウハウが弱い分

野は外注候補。 
• 将来的な採用・育成計画: 社内でスキルを育てたい領域は内製化を継続する方がよ

い。 
 

2. 社内ノウハウの維持と外部専門性の活用を両立する体制・仕組み 
(1) レビュー会・勉強会の定期開催 

• レビュー会: 外部事務所から上がってくる明細書ドラフトを社内がチェックするだ
けでなく、双方向でフィードバックを共有する場を設定。 

• 勉強会・セミナー: 新しい審査動向や他社事例を外部パートナーが紹介し、社内担
当者が最新情報を吸収できる機会を定期的に設ける。 

(2) コミュニケーションプラットフォームの確立 
• オンライン共有システム: クラウドで担当者間のやり取りや進捗を可視化。ドキュ
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メントのバージョン管理を明確にする。 
• メール/チャットのルール化: フォーマットを定めて情報をやり取りすれば、内容の

抜け漏れを防ぎやすい。 
(3) 人材ローテーションや OJT 機会の確保 

• OJT: 社内担当者が外部事務所のドラフトをレビューしながらスキルアップする流
れを作る。 

• 共同作成プロセス: 初稿は外部で書くが、社内の若手がクレームの検討を一部担当
するなど、段階的に内製スキルを伸ばせる設計。 

 
3. 標準プロトコルやコミュニケーションルール、レギュラー契約とスポット契約の組み合
わせ 
(1) 標準プロトコルの設計 

• 依頼時の情報セット: 技術概要、想定クレーム、関連文献などをまとめたテンプレ
ートを作り、外部事務所へ提出。 

• 初稿レビューのステップ: 一定期間内に社内・外部双方でコメントし合うサイクル
を設定（例：初稿→2 週間でフィードバック→修正稿…など）。 

• OA 対応プロセス: 担当部門、法務部、開発部が連携する順序やタイミングを明確
化。 

(2) コミュニケーションルール 
• 定例ミーティング: 月 1 回など、課題共有や進捗確認の場を設け、双方の担当者が

顔を合わせる。 
• 連絡窓口の一元化: 外部事務所への問い合わせを担当部署で集約するなど、情報が

散乱しないようにする。 
(3) レギュラー契約 + スポット契約のハイブリッド 

• レギュラー契約: ある程度の件数と期間を保証することで、外部事務所が専任担当
を置きやすくなる。 

• スポット契約: 予測不能な増減や、特殊案件を依頼する際の柔軟性を確保。 
• 留意点: 「安定供給」と「例外処理・社内作成の余地」のバランスをどう取るか、契

約書や覚書で明確にする。 
 

4. 特許の質・経営貢献を含む総合的な KPI 設定とリカバリープロセス 
(1) KPI 項目と追跡データ 

• 審査実績関連: 拒絶理由通知（OA）の回数・内容、特許査定率、審査期間など。 
• クレーム品質: 取得した特許の権利範囲、引用文献との相違点、将来のライセンス

収益の見込み。 
• プロセス効率: 初稿～最終稿の作成期間、再修正回数、やり取りの頻度。 
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• リソース配分: 社内担当者が戦略的業務に割ける時間、コストと時間の投資対効果
（ROI）。 

(2) 定性的評価の取り込み 
• 現場・技術者からの満足度: アンケートやヒアリングで、外部委託の貢献度や不満

点を可視化。 
• 内部レビューの質: 「速さ」だけではなく、明細書記載の深さ・正確性・将来の訴訟

リスクへの備えなどを評価軸に含める。 
(3) 問題発生時の例外対応・リカバリープロセス 

• 追加修正・緊急 MTG: 品質面や納期面で不具合が起きたときに迅速に対応できる
よう、即時報告と対策ミーティングを行うルールを設定。 

• 再委託・社内引き取り: 致命的な問題が発生した場合に、別の外部事務所への切り
替えや社内作成への戻しを可能とするフローをあらかじめ定義。 

• 原因分析と再発防止: トラブルがあれば KPI データを振り返り、どこにボトルネッ
クがあったかを特定し、プロトコル改訂や外部事務所との契約見直しを行う。 

 
最終的なポイント 

• ステップを踏んだ外部委託拡大 
小規模から試験運用し、KPI や定性フィードバックを参考に、スムーズな連携・バ
ランスのとれた体制を実現する。 

• 社内スキルの強化と外部の専門性の相乗効果 
外部パートナーとの“協働”でこそ得られる情報共有やノウハウ還元を積極的に取り
入れ、知財戦略の高度化を図る。 

• 経営の理解と長期的視点の確保 
特許取得はコア技術の保護や差別化に直結する投資である点を経営層に訴求し、必
要な予算と人材リソースを確保していく。 

o1 
あなた: 
洗い出した論点を中心に、年間特許出願件数が約 200 件で特許出願明細書の自社作成割合
が 50%（すなわち、外部の特許事務所での作成が 50%）の日本企業が、外部特許事務所で
の作成割合を増やすことを検討している。外部特許事務所での作成割合を増やすべきか、提
言案を作成してください。 
ChatGPT 
4 秒の間、Thought about external patent drafting decision 
以下に、これまでの議論や洗い出した論点を踏まえた「外部特許事務所での作成割合を増や
すべきか」に関する提言案を示します。企業の実情や今後の事業・研究開発計画に合わせ、
必要に応じて柔軟に調整いただければ幸いです。 
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1. 背景と課題 

• 年間特許出願件数が約 200 件、うち社内作成比率が 50%、外部委託比率が 50%と
いう現状では、コスト・品質・社内ノウハウの蓄積などに一定のバランスが保たれ
ている。 

• しかし、今後の事業拡大や新規技術分野への展開、あるいは海外出願が増加する見
込みがある場合、社内リソースのみで対応するのは難しくなる可能性がある。 

• 一方、外部委託の拡大により、コストの増大や社内スキル低下といったリスクも考
えられる。 

 
2. 外部特許事務所活用拡大のメリット 

1. 人的リソースの効率化 
o 社内担当者がより戦略的な業務（技術発掘、ポートフォリオ構築、知財戦略

立案など）に注力できる。 
o 年間 200 件の明細書作成を一部外部に振り分けることで、ピーク時の負荷

を平準化できる。 
2. 専門性・グローバル対応の強化 

o 国際案件や特殊技術分野に強い事務所を活用することで、質の高い明細書や
スピーディな海外出願が可能。 

o 先端素材や AI など、急速に進化する技術領域の審査傾向に精通した外部専
門家と連携すれば、より広範な知財網を形成しやすい。 

3. 外部の知見・ノウハウの導入 
o 各国特許庁の審査情報や最新の法改正など、社内だけでは得にくい知見を吸

収し、企業全体の知財対応力を底上げできる。 
o 他社事例の分析や係争経験のフィードバックなど、幅広い経験値を活かした

書類作成が期待できる。 
 

3. 懸念点・リスク 
1. 社内スキル・ノウハウの維持 

o 外部に依頼しすぎると、社内担当者が明細書作成経験を積みにくくなり、将
来的に戦略面での知財力が低下する懸念がある。 

o 技術者との密なコミュニケーションが外部に任せられるため、細部のニュア
ンスが漏れるリスクも。 

2. コスト負担の増大 
o 外部事務所との契約形態により、単価が増加し、トータルコストが膨らむ可

能性。 
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o 不十分な品質管理が行われた場合、追加修正や再作成で余分な経費がかかる
リスク。 

3. 連携・コミュニケーションの難易度 
o 社内と外部の担当者間で、進捗管理や情報共有が疎かになると、納期遅延・

品質低下の原因に。 
o 複数の事務所を使う場合、担当者が固定化されず品質が安定しないケースも

ある。 
 

4. 提言：段階的な拡大とハイブリッドモデルの導入 
1. 対象分野の選定とガイドライン化 

o まずは海外出願や周辺技術の改良案件など、優先度がやや低め or 外部専門
性が有効な案件を外部委託拡大の対象とする。 

o コア技術や戦略的に社内に蓄積すべき技術は引き続き社内作成とし、明確な
切り分け基準を策定する。 

2. 契約形態の最適化：レギュラー契約＋スポット契約 
o 外部事務所と定期的なレギュラー契約を結ぶことで専任担当を確保し、クオ

リティや連携を安定化。 
o 一方で、案件の増減や特殊技術への迅速対応には、必要に応じてスポット契

約を併用し、柔軟性を担保する。 
3. 品質確保とノウハウ共有の仕組みづくり 

o 定期的なレビュー会や勉強会を開催し、外部事務所からの最新情報や審査傾
向を社内に還元する体制を整備。 

o 初稿レビューや OA 対応など各段階で社内と外部の共同作業をルール化し、
コミュニケーションミスを最小化する。 

4. KPI 設定・PDCA サイクルの運用 
o 納期・コスト・品質（OA の数・特許査定率・権利範囲など）を複数の観点

からモニタリング。 
o 定量評価だけでなく、現場や技術担当者の満足度といった定性的要素も合わ

せ、総合的に効果を判断する。 
o もし想定外の品質問題やコスト増大が生じた場合は、例外的に社内で作成を

引き取る、別の外部事務所へ切り替えるなどのリカバリープロセスを事前に
定義。 

5. 経営サイドへの報告・説得 
o 外部委託拡大で得られたコスト削減効果だけでなく、取得特許の質や事業貢

献度（競合他社への牽制効果、ライセンス収益可能性）を示す。 
o 成功事例を積極的に共有し、知財投資としての価値をアピール。経営トップ
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を巻き込み、安定的な予算と組織整備を実現する。 
 

5. まとめ 
• 結論として: 外部特許事務所の作成割合を増やすことは、適切にマネジメントすれ

ば社内リソースの最適化と知財戦略の強化に大いに寄与し得る。 
• 必須条件: ガイドラインの策定とプロセス管理、コミュニケーションルールの整備、

社内ノウハウ維持への配慮が不可欠。 
• 最終目標: 単に明細書作成を“外注化”するのではなく、外部の専門知識を積極的に

取り込みながら、社内知財部門をより高度な戦略プランナーへと進化させること。 
本提言案では、外部委託の拡大が「社内負荷の軽減・知財戦略の質の向上」に結びつく一方
で、「社内知財力の維持・コスト管理・連携ミス」などの課題があることを踏まえ、段階的
でバランスのとれた導入を推奨しています。今後の企業成長と競争力確保のため、必要なプ
ロセスとルールを慎重に設計しながら、外部特許事務所とのパートナーシップを強化して
いく方針をご検討ください。 
o1 
あなた: 
提言に時間軸を入れてください。 
ChatGPT 
4 秒の間、思考 
以下に、外部特許事務所の作成割合を段階的かつ時間軸を設けて拡大していくための提言
案を示します。短期（半年以内）・中期（6 か月～1 年）・長期（1 年以上）のフェーズに区
切り、各期間で実行するステップとその目的を整理しています。 

 
1. 背景と課題 

• 現状: 年間特許出願件数が約 200 件、社内作成 50%・外部依頼 50%のバランスで運
用中。 

• 課題感: 今後の研究開発や海外展開の加速に伴い、社内リソースだけでは対応が追
いつかない可能性がある一方、外部委託を大幅に増やすとコスト増・社内ノウハウ
低下・連携ミスなどのリスクが懸念される。 

本提言では、短期・中期・長期の時間軸を設定し、リスクを抑えながら着実に外部委託比率
を調整していくロードマップを提示します。 

 
2. 短期（0～6 か月）：試験的拡大と準備段階 

1. 外部委託拡大の試験運用 
o 対象案件の選定: 

 既存技術の改良、海外出願が絡む案件など、比較的コア度が低いも



 26 / 35 
 

のを優先的に外部委託候補とする。 
 年間 200 件のうち、まずは 10～20 件程度の追加的外部委託を試す

イメージ。 
o 狙い: 小規模からリスクを抑えつつ、外部事務所との連携プロセスを整え、

社内外で運用ルールの改善点を洗い出す。 
2. 基本的なガイドライン策定 

o 作成基準: 
 「コア技術（将来性の高い領域）は社内作成」「周辺改良・他部門技

術は外部委託」などの大枠を明文化。 
o レビュー体制構築: 

 外部作成ドラフトに対して、社内がチェックすべき項目（クレーム
構成・技術的ポイントなど）をテンプレート化。 

o コミュニケーションルール: 
 月 1 回程度の定例ミーティングやドラフト提出時のやり取り方法を

標準化し、情報の抜け漏れ防止を図る。 
3. KPI・評価指標の初期設定 

o 短期 KPI: 初稿から最終稿までの作成期間、外部委託コスト、社内工数削減
量などをモニタリング。 

o 試験的な評価: 実際に外部委託した明細書の OA 回数や特許査定率はまだ判
断材料が少ないため、参考程度にし、まずは運用面の不具合抽出を重視。 

 
3. 中期（6 か月～1 年）：拡大検証と体制整備 

1. 委託範囲の段階的拡大 
o 評価結果を踏まえた拡張: 

 短期フェーズでの KPI（納期遅延、品質、追加コストなど）を総合
評価し、外部委託の対象案件数を徐々に増やす。 

 必要に応じて、海外関連案件や分野別（AI、バイオなど）に特化し
た事務所を追加検討する。 

o 契約形態の検討: 
 安定的な案件数を委託する「レギュラー契約」と、不定期で発生す

る特殊案件を外注する「スポット契約」のハイブリッド方式に移行。 
 レギュラー契約では専任担当を確保し、連携精度や品質を高める一

方、スポット契約で柔軟性を維持する。 
2. 社内ノウハウ共有とスキル維持 

o レビュー会・勉強会の本格運用: 
 外部事務所から最新審査動向や海外事例を共有してもらう機会を増
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やす。 
 社内担当者がレビューに参加することで、明細書作成のコツやクレ

ームドラフト技術を OJT 形式で学ぶ。 
o 人材育成施策: 

 若手担当者に外部のドラフト校正や OA 対応を任せ、段階的に高度
な実務知識を吸収させる。 

 戦略担当と実務担当をローテーションさせ、全体視点を持った知財
パーソンを育成する。 

3. KPI のアップデートと PDCA 
o 質的評価の強化: 

 特許査定率や OA の内容・クレーム範囲など、質に関わる指標を本
格的に取り入れる。 

 技術者・現場の満足度、コミュニケーションの円滑度などの定性面
をヒアリングし、評価に反映。 

o 定例モニタリング・改善: 
 四半期ごとなど一定期間ごとに KPI をチェックし、レギュラー契約

の見直しや発注範囲の調整を行う。 
 

4. 長期（1 年以上）：安定化・高度化フェーズ 
1. 外部委託の本格拡大・安定運用 

o 目標外部委託比率の設定: 
 年間 200 件のうち、たとえば 70%を外部委託、30%を社内作成とす

るなど、最終的な目標値を設定。 
 コア技術分野は引き続き内製を維持し、ノウハウ保持と人材育成を

両立。 
o 専門事務所とのパートナーシップ強化: 

 戦略的パートナーとなる外部事務所と、将来の技術動向・事業計画
を共有し、より密な連携を図る。 

 グローバルでの権利取得戦略においても、海外提携先を含めたネッ
トワークを整備。 

2. 社内知財部門の戦略転換 
o 高度な業務へのシフト: 

 明細書作成を一定割合で外部化することで、社内担当者はポートフ
ォリオマネジメントやライセンス交渉、競合分析といった付加価値
の高い業務に注力。 

o イノベーションとの橋渡し: 
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 R&D 部門と知財部門の連携を強化し、出願の初期段階から技術開発
計画と知財戦略を結びつける。 

 将来的に M&A やアライアンスを検討する際、社内に精通した知財
戦略家がいることで、企業価値を高めやすい。 

3. 継続的な評価と改良 
o トラブルシュート・フィードバック: 

 長期的に見ても、外部委託先との連携品質が下がってきた場合の見
直しや、新たな事務所への切り替えなどを柔軟に実施。 

o 経営層への定期報告: 
 外部委託により得られたメリット（コスト削減、特許戦略強化、海

外展開の円滑化など）を数値・事例で示し、経営判断をサポート。 
 KPI 達成度合いや成功事例を社内共有し、従業員の理解とモチベー

ションを維持。 
 

5. まとめ 
• **短期（0～6 か月）**では、小規模から外部委託を試し、連携プロセスやガイドラ

イン、KPI を整備する。 
• **中期（6 か月～1 年）**では、実績評価を踏まえつつ委託範囲を広げ、社内担当者

のノウハウ維持策を本格導入。 
• **長期（1 年以上）**には、安定したパートナーシップ体制を構築し、社内知財部門

の高度化と企業全体の知財戦略強化を実現する。 
このように時間軸に沿って段階的に外部委託の割合を増やすことで、リスクを最小限に抑
えながら、コストや品質、社内ノウハウの維持・育成といった複数の要素をバランスよく追
求できます。特に、各フェーズでの KPI モニタリング、社内外での情報共有、経営層への
適切な報告を怠らず、PDCA を継続的に回すことが成功の鍵となります。 
o1 
あなた: 
この提言を実行する場合に予想される問題点、及びそれへの対応策について説明してくだ
さい。 
ChatGPT 
4 秒の間、思考 
以下に、提言を実行するうえで想定される主な問題点と、それらに対する対応策をまとめて
います。短期的・中期的・長期的な時間軸を念頭に置きながら、段階的に対応策を講じるこ
とが重要です。 

 
1. ガイドライン整備や試験運用の際に生じる問題 
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問題点 1-1：ガイドラインの不徹底・現場との温度差 
• 内容: 「コア技術は社内、周辺改良は外部」といった基準を策定しても、研究開発部

門や知財部門がその基準を十分理解せず、実際の案件の線引きに混乱が生じる可能
性がある。 

• 対応策: 
o ガイドライン策定時に各部門のキーパーソン（研究・開発・知財・経営企画

など）を巻き込み、ワークショップ形式で合意形成する。 
o 暫定的なガイドラインでまず運用し、その結果をもとに定期レビューで改訂

を行う。運用事例を共有し、成功パターンや失敗パターンを可視化して理解
を深める。 

問題点 1-2：試験運用での品質・コストトラブル 
• 内容: 外部委託を小規模に拡大した段階で、予想以上に作成費用がかかったり、明

細書の品質に問題が生じたりするリスクがある。 
• 対応策: 

o 明確な評価指標（KPI）を設定し、納期・追加修正の回数・クレーム品質な
どを細かくモニタリング。 

o 早期に問題が発覚したら、追加修正を行う際の費用負担やスケジュール調整
のルールをあらかじめ決めておく。 

o 必要であれば別の特許事務所へ切り替えや、社内回帰（例外対応）をするた
めのフローも明文化しておく。 

問題点 1-3：コミュニケーションの混乱・連携コストの増大 
• 内容: 依頼件数の増加に伴い、進捗管理や情報共有が煩雑になり、担当者が行き違

いや重複作業を起こす恐れがある。 
• 対応策: 

o 短期段階で「標準プロトコル（依頼時の資料テンプレート・連絡フロー・レ
ビューサイクルなど）」を試験的に導入し、効果を測定。 

o 月 1 回の定例ミーティング、進捗を一元管理できるツール（グループウェ
ア、プロジェクト管理ソフト）を導入し、漏れを防ぐ。 

 
2. 外部委託拡大と組織体制の整備フェーズでの問題 
問題点 2-1：社内スキル低下・モチベーション喪失 

• 内容: 作成業務を外部に任せすぎると、社内担当者がドラフト作成スキルを磨けず、
いざというときに内製できない状態になる。また、担当者が自分の役割を狭く感じ
てモチベーションを失う可能性もある。 

• 対応策: 
o 共同作業プロセス: 初稿は外部、最終調整やクレーム検討は社内といった形
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で、段階的に社内担当者が関わる仕組みを設計。 
o 勉強会・レビュー会: 外部事務所による解説やケーススタディなどのセッシ

ョンを定期化し、社内担当者の学習機会を確保。 
o 人材育成計画: ローテーションや OJT を通じて、戦略業務と実務業務の両

方を経験できるようにする。 
問題点 2-2：コスト管理・契約形態のミスマッチ 

• 内容: レギュラー契約とスポット契約を組み合わせても、外部事務所に支払う総コ
ストが一時的に増加し、経営から厳しい批判を受ける恐れがある。 

• 対応策: 
o コスト試算と ROI 説明: 外部委託を増やすことで得られる便益（特許査定

率向上・戦略業務への時間配分など）を定量化し、単純な外注費用増ではな
く投資対効果として経営層に報告。 

o 段階的な契約更新: 中期（6 か月～1 年）の評価結果を踏まえ、外部事務所
のパフォーマンスが良好であればレギュラー契約を拡大、問題があれば縮小
や別事務所への切り替えを検討する。 

問題点 2-3：契約先の担当者安定性・品質ばらつき 
• 内容: 依頼先を増やした結果、担当者が頻繁に交替したり、事務所ごとの品質にバ

ラつきが生じる可能性がある。 
• 対応策: 

o 専任担当の確保: レギュラー契約である程度の年間件数を保証することで、
特許事務所が専任メンバーをアサインしやすくなる。 

o 品質評価システム: 委託先ごとに OA 率やクレームの評価、納期厳守度など
をスコア化し、一定水準を下回る場合には見直し・フォローアップミーティ
ングを実施する。 

 
3. 長期的な安定化・高度化フェーズでの問題 
問題点 3-1：企業戦略・経営陣の意識不足による後戻り 

• 内容: 長期的には外部委託の良さが徐々に定着する一方、経営陣や新しい管理職が
知財投資の重要性を理解しておらず、短期的コストカット圧力で外部委託を一気に
縮小してしまう恐れがある。 

• 対応策: 
o 定期的な経営報告: 四半期・半年ごとに、KPI や成功事例（競合牽制効果、

海外特許の迅速獲得など）を提示し、経営層に継続的な理解を促す。 
o 知財価値の“見える化”: 自社特許ポートフォリオの市場価値、ライセンス収

益、訴訟リスク回避などを数値化し、経営指標に組み込む。 
問題点 3-2：過度な外注化による社内知財力の空洞化 
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• 内容: 長期的に見て、外部委託率を高めすぎると、戦略的思考や技術理解が社内で
育たないままになり、企業のコア競争力が削がれるリスクがある。 

• 対応策: 
o コア技術分野の内製維持: 将来的に重要度の高い技術領域は、引き続き社内

作成比率を高め、担当者をしっかり育成する。 
o 知財部門の高度化: 外部委託で浮いた人的リソースを、特許ポートフォリオ

分析や競合特許対策、M&A やライセンス交渉などの高度業務に振り向ける
ことで、社内知財の存在意義をより高める。 

問題点 3-3：技術・市場変化への対応遅れ 
• 内容: AI やバイオなど、新しい技術分野の急拡大や海外規制の変化が起きたとき、

委託先の知識や体制が追いつかず、競合他社に後れを取る可能性がある。 
• 対応策: 

o 複数パートナーの検討: 特定の事務所だけに依存せず、技術分野や国・地域
ごとに強みを持つパートナーを複数確保しておく。 

o 迅速な見直し体制: 毎年の事業計画や R&D ロードマップを踏まえ、必要が
あれば新たな外部事務所の発掘や契約条件の再調整を行う。 

 
4. 総括：問題への備えと持続的 PDCA の重要性 

1. 初期段階でのトライアル運用 
o まずは少数案件を外部に振り、品質・コスト・コミュニケーションの課題を

洗い出しつつ、ガイドラインやプロトコルを改善する。 
2. 中期的に段階拡大しつつ、社内ノウハウ維持を図る 

o レギュラー契約で安定的品質を確保しつつ、共同レビュー会や勉強会を通じ
て社内スキルを持続的に強化する。 

3. 長期的には企業全体の知財戦略を底上げし、経営との合意形成を継続 
o 定期的な成果報告と成功事例の共有で経営層の理解を得ながら、外部委託を

戦略的に運用し続ける。 
o コア技術の内製強化と外部パートナーとの連携を両立させ、企業競争力を高

めていく。 
これらの問題点と対応策を踏まえて、短期・中期・長期の各フェーズで計画的に PDCA を
回すことで、外部委託の拡大によるメリット（リソース効率化、専門性活用など）を十分に
享受しながら、リスクを最小限に抑えることが可能になります。 
o1 
あなた: 
成功例、失敗例があれば紹介してください。 
ChatGPT 
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1 秒の間、思考 
以下では、一般的に見られる「外部特許事務所への委託拡大」に関する成功例・失敗例を、
実際に各社が直面しがちなケースとして紹介します。いずれも仮想的な事例ではあります
が、企業が置かれた状況や目的、そして取った施策との関係性がわかるよう整理しています。 

 
成功例 
成功例 1：海外出願を中心とした専門パートナー活用 

• 企業概要 
o グローバル展開を進める日本メーカー。年間出願件数は 300 件程度だが、そ

のうち海外出願が 3 割ほどに増加している。 
• 背景・目的 

o 海外（主に欧米）の審査動向に精通した担当者が社内に少なく、出願明細書
の英語表現や各国特許庁とのコミュニケーションに苦労していた。 

o 社内で書くよりも海外出願専門の特許事務所に委託することで、スピードと
品質の両立を狙った。 

• 取り組み内容 
1. 外部委託範囲の明確化: 国内出願の大半は従来通り社内で作成し、海外出願案件の
み専門事務所へ委託。 
2. 専任担当アサイン: 一定数の海外案件をレギュラー契約で確保することで、同じ担
当者が継続して案件を担当。 
3. コミュニケーション強化: 月に 1 度オンライン会議を行い、欧米の審査傾向や翻訳
上の注意点を社内と共有。 
4. KPI モニタリング: 拒絶理由通知（OA）の内容・審査期間などを定期評価し、品
質に問題がないかチェック。 

• 結果・成功要因 
o 審査対応の迅速化: 海外審査での OA 件数や翻訳ミスが減少。権利化までの

期間が短縮された。 
o 社内ノウハウ向上: 勉強会や定例会議で外部事務所が得た最新情報を還元。

社内も海外対応に詳しい担当者が増えた。 
o 経営サイドの納得: 「海外出願の早期権利化＝グローバル市場での競争力強

化」という明確な成果が見えたため、投資に対する理解が得られやすかった。 
 

成功例 2：共同作成体制で社内スキルをキープ 
• 企業概要 

o 新素材開発を強みとする中堅メーカー。年間特許出願件数は 200 件ほど。 
• 背景・目的 
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o 先端技術分野の出願件数が増え、社内の知財担当者だけでは明細書作成負荷
が高まっていた。 

o しかしコア素材分野に関しては詳細な技術理解が欠かせないため、安易に外
部依存することに抵抗感があった。 

• 取り組み内容 
1. 初稿は外部・最終調整は社内: 特許事務所がベースドラフトを作成し、社内のエン
ジニアと知財担当がクレーム範囲を細部で調整。 
2. ガイドライン・テンプレート整備: 外部事務所へ渡す技術仕様書や参考文献リスト
など、情報提供を標準化。 
3. レビュー会で OJT: 若手知財担当者がレビュー段階で外部ドラフトを詳細に確認
し、疑問点をフィードバック。技術者も合流して議論する仕組みを構築。 

• 結果・成功要因 
o 負荷の平準化: 初期草案部分の負担が減り、社内担当者はチェックやクレー

ム戦略に集中できるように。 
o 技術理解の深耕: レビュー会でエンジニア・知財・外部事務所が合同議論を

行うため、社内にノウハウが蓄積。 
o 品質確保: コア技術の重要ポイントを社内エンジニアがしっかり反映でき

る。さらに外部の視点で文章全体のクオリティも向上。 
 

失敗例 
失敗例 1：契約形態が不透明なまま拡大 

• 企業概要 
o 中小企業だが、年間出願件数が 150 件程度に達し、社内担当者が少ない。 

• 背景・目的 
o ひとまず「コストを抑えるために複数の特許事務所に外注しよう」という発

想でスタート。 
o スポット契約中心で、明確な連携ルールや品質チェック体制を整えずに一度

に委託割合を増やした。 
• 問題点・結果 

1. 担当者が頻繁に変わる: スポット発注ばかりなので事務所側も専任担当をつけに
くく、案件ごとに品質や文章の仕上がりにムラが出た。 
2. 追加修正コストが急増: 初稿の品質が低く、社内の再作成に近い状態になり、結果
的に費用が膨らんだ。 
3. 社内での管理が煩雑化: どの事務所にどの案件を振ったか、どこまで進捗している
かが把握しづらく、納期遅延やミスも相次いだ。 

• 教訓 
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o 連携プロセスと契約形態を明確にしないまま大幅委託率アップを図ると、品
質・管理コストの面で大きく失敗しやすい。 

o 当初は小規模なレギュラー契約や試験運用を行い、プロトコルや管理体制を
安定させてから拡大すべきであった。 

 
失敗例 2：過度な外注依存による社内知財力の減退 

• 企業概要 
o 大手メーカーの一部門で、年間出願件数は 500 件ほど。急ピッチの研究開発

に伴い、明細書を社内作成する余裕がなくなっていた。 
• 背景・目的 

o 新規事業が多数走り始めており、短期的に明細書作成負荷を減らすことを最
優先して外部依存度を急激に高めた。 

• 問題点・結果 
1. 社内担当者のモチベーション低下: 作成実務が減り、単なる窓口役になってしまっ
たため、人材が流出。 
2. 深い技術理解不足: 外部事務所が書いた明細書は形式的には整っているが、コア技
術のニュアンスが十分反映されず、後の OA 対応や訴訟対応で苦戦。 
3. 中長期的な競争力低下: 社内に“知財戦略家”が育たず、新しい技術領域や事業戦略
に合った特許ポートフォリオを構築しにくくなった。 

• 教訓 
o コア技術や将来の主力分野は社内がある程度手を動かし、ノウハウを蓄積す

ることが重要。 
o 外注のメリット（迅速化・負荷低減）だけに目を奪われると、長期的視点で

の知財力向上を損ねてしまう。 
 

まとめ 
• 成功例からの学び 

o 対象分野を限定して段階的に外部委託を拡大する。 
o レギュラー契約で専任担当を確保する、あるいは「初稿は外部・最終調整は

社内」など共同作成体制を構築する。 
o KPI やレビュー会で品質チェックしつつ、社内ノウハウを持続的に伸ばす仕

組みを用意する。 
• 失敗例からの学び 

o 契約や連携ルールを整備せずに複数事務所へ一度に外注すると、品質低下と
管理コスト増が顕在化しやすい。 

o コスト・スピードを優先して過度に外注化すると、社内知財力が空洞化し、
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コア技術のニュアンスが明細書に反映されにくくなる。 
いずれの場合も、自社の技術ポートフォリオと組織体制、長期的な研究開発戦略を踏まえた
上で、外部委託の範囲や深さを慎重に設定し、段階的に見直す PDCA サイクルを回すこと
が不可欠となります。 
 


